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研究成果の概要（和文）：国家元首や公務員には外国の裁判権に服することを強制されない、いわゆる管轄権か
らの免除（immunity）があることが伝統的国際法の時代から認められてきたが、その条件や内容等の詳細につい
ては争いがある。本研究では免除に関する理論的問題を国連国際法委員会における法典化作業の検討を通じて明
らかにした。また免除に関する慣習法についての見解の対立が国際的紛争を生じさせている状況を分析した。特
にアフリカ諸国は外国刑事管轄権であろうが国際刑事裁判所の管轄権であろうが人的免除と事項的免除の絶対性
は慣習法で確立しているとの主張を強め国際社会との対立を深めている。

研究成果の概要（英文）：Head of States and State officials enjoy immunities from the criminal 
jurisdiction exercised by foreign States. Although this rule of immunity is considered as a 
customary law, its actual conditions and scope are not clear. This study clarified the theoretical 
questions concerning immunity through the analysis of the draft convention concerning the immunity 
of State officials from foreign criminal jurisdiction elaborated by the United Nations International
 Law Commission. Also this study analysed various international conflicts on immunity. I analysed 
how the African States holds that both immunity ratione personae and immunity ratione materiae are 
absolute in character under customary international law. The African Union’s court to be 
established in future confers absolute immunity to the Heads of State and Governments and other 
senior officials of the AU member States, being inconsistent with the understanding adopted by the 
UN International Law Commission.

研究分野：国際法
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
 
国家元首や公務員には外国の裁判権に服
することを強制されない、いわゆる管轄権か
らの免除（immunity、免責特権又は特権免除
とも称される）が与えられることが伝統的国
際法の時代から慣習法上認められている。し
かし他方で、第２次世界大戦後の現代国際法
の時代には、重大な国際犯罪への非難と処罰
を徹底する厳格な態度を国際社会が採用す
ることにより、ニュルンベルグ原則や国際刑
事裁判所（International Criminal Court, 
以下 ICC）規程第 27 条が定めるように、重大
な国際法上の犯罪を犯した者はその公的地
位に関わらず責任を追及されるとする「公的
地位無関係の原則」が発展した。その結果、
特定の地位又は身分にある者に対して刑事
管轄権を行使して処罰することは免除の原
則に従い禁止されているのか、それとも公的
地位無関係の原則により可能なのか、相反す
る結論に至る原則が存在することとなった。
すなわち、特定の地位にある者や国家行為の
免除を尊重する伝統的な国際法規則と、重大
な国際犯罪の処罰を国際社会の利益として
発展してきた新しい国際法規則とが抵触し、
免除の尊重と処罰の徹底という価値対立が
顕在化していたのである。 
このように、古くから存在する免除に関す
る慣習法と、国際法上の犯罪の刑事責任追及
上で公的地位に関わらず処罰するとする新
しい国際刑事法原則との対立の問題につい
ては学術的な論争のみならず実務において
も対立と混乱が続いたため、この問題は、国
連国際法委員会においても議題対象として
掲げられるに至った。学説では、特に国際犯
罪に関する刑事手続について公務員の免除
を認めないとする免除の例外の有無につい
て諸説存在し、国連国際法委員会においても
見解が分かれている。国連国際法委員会等で
は免除が人的免除（ immunity ratione 
personae）と事項的免除（immunity ratione 
materiae）の 2種類が存在するとの認識で見
解の一致が見いだされつつも両者を分けて
議論されていない場面が多々あるなど、法典
化作業の場でさえ詳細かつ綿密な議論が尽
くされたとは未だ言えない状況にあり、同委
員会における作業の進展とさらなる詳細な
議論が待たれていた。 
この論争は学術上の問題にとどまらない。
なぜなら免除の原則を起因として現実に国
際紛争が多発しているからである。例えば、
バシール大統領や他のアフリカ諸国の政府
要人に対するICCの管轄権行使に対してアフ
リカ諸国の不満は高まっており、ICC への協
力体制にも大きな亀裂をもたらしていたの
であった。 

 

 
２．研究の目的 
 

本研究は、政府首長や公務員といった特定
の地位にある個人が外国国家の刑事管轄権
に服することを強制されないという免除の
原則に注目し、同原則の性質、内容、条件、
役割などを明らかにすることを意図してい
る。外国刑事管轄権からの免除を定めた伝統
的な原則について、その伝統的な根拠と目的
を踏まえて、内容及び条件の詳細とともに、
他の国際法上の原則との関係を明確化する
ことにより、免除に関する原則の現代国際法
上の意義を探ることが研究の目的である。 
上記「１．研究開始当初の背景」で述べた
ように論争がありつつ十分な検討が行われ
ていない状況があるため、最新の議論の進捗
状況を反映した研究を行う必要性とともに、
分野で分断されない考察の必要性を感じて
いたことが本研究を行いたいと希望する理
由の一つであった。国際法学上、刑事管轄権
からの個人の免除の問題は、外交特権を主軸
とした外交領事関係法の分野の問題として
扱われてきた。しかし、そもそも刑事裁判か
らの免除を受ける者は国家行為を行う地位
又は身分にあるという点で個人責任と国家
責任という国際責任の二重性が顕在化する
のであり、国家責任と個人責任との関係、ひ
いては外国裁判からの国家の免除（主権免除
又は国家免除と称される）との関係も視野に
入れる必要があり、国家責任法の分野にも足
を踏み入れ考察されるべきと考える。残念な
がら国際法の一般的な教科書等を見ても明
らかなように個人責任と国家責任とは全く
異なる章で扱われ、その関係性の分析は行わ
れていない。また、個人の刑事責任の追及と
処罰徹底を国際社会の利益とする近年は、国
際刑事法及び国際人道法の中で議論されて
はじめてきている。さらに、免除の問題は、
管轄権免除対象者が行った行為が拷問とい
った重大な人権侵害に該当するものや強行
規範違反である場合に国際人権法とも関係
する。この点、既存の国際法の教科書や論文
において分野毎に断絶した形での分析が主
流であることを残念に感じ包括的な視点で
の分析を行うことを希求した。 
 
 
３． 研究の方法 
 
 刑事管轄権からの免除に関する原則の規
範内容の明確化と現代国際法体系の中での
同原則の位置づけを明らかにすることを研
究目的とし、①古典や学説を基にして伝統的
国際法の時代からの同原則に関する議論を
整理した上で、②国連国際法委員会内で行わ
れている法典化作業の特別報告者の報告書
及び審議内容並びに条約条文案を資料とし
た分析と、③最新の国際司法裁判所
（International Court of Justice, 以下
ICJ）や ICC の判例及び免除に関して現在発
生している国際紛争を題材とした分析を中
心的に行った。それらの題材を分析した上で、



免除に関する原則がどのような変化を遂げ
たか、現代国際法上の意義と役割など理論的
な考察を国際法上の他の原則との関係を分
野横断的な視点を保持しながら行い研究成
果をまとめた。 
免除の原則の明確化作業を行うが、まず、
外国刑事管轄権からの免除が認められる原
則の詳細を明らかにすることを試みた。国家
元首や政府首長及び外務大臣並びに公務員
など、対象者の地位及び身分が免除内容や免
除範囲にどのような違いをもたらしている
か整理した。「人的免除」と「事項的免除」
の違いや、公務員や国家要員の範囲について
の論争を踏まえて、伝統的国際法の時代から
の慣習法とされる免除の原則の内容を理論
的に分析した。この点は、古典的な著名論文
とともに、国際法委員会が行っている法典化
作業における特別報告者の報告書及び委員
会内での議論を検証する形で分析を進めた
い。さらに、外国管轄権からの個人の免除と
国家の免除との相違点について考察し、免除
対象者が個人責任と国家責任という二重の
国際責任を発生させうる行為を行いうる立
場にあることの現代国際法上の問題点を挙
げた。 
外国管轄権からの免除は慣習法上認めら
れてきた原則であるが、条件等の詳細につい
ては曖昧な点が残っている。そこで、免除の
本質と時代変化に応じて同原則に対する社
会からの期待と要請が変化してきたことを
明らかにするためにも各国の見解の違いに
注目した。 
また、ICJ や ICC 等の判例や国家間紛争を
取り上げた。国際的刑事裁判機関に公的地位
無関係の原則が認められて免除の原則が排
除された根拠は何なのか――公的地位無関
係の原則の普遍性か、それとも国家管轄権と
国際的な刑事裁判管轄権との本質的な違い
か――理論的解明を試みた。特に、現在創設
が模索されているアフリカ連合の裁判所の
規程では免除の原則の尊重が謳われ、公的地
位無関係の原則が採用されていないことか
らも、国際的裁判機関の管轄権でも免除の原
則が保持されている意義を探った。 

 

 
４． 研究成果 
 
 本研究は平成 27年度から 29年度の 3年間
にかけて研究を行った。研究初年度は本研究
費の支給が 11 月にずれこんだために研究の
着手が遅れたが、次年度からは研究成果を各
年毎に論文の形で発表した。 
 
＜平成 27 年度＞ 
研究初年度は、まず基礎分析として、免除
に関する原則の内容を明らかにすることに
専念した。免除の原則は、慣習法の形態で確
立したものであるため、伝統的国際法の時代
から同原則の存在が認められつつも免除条

件など詳細についてはあいまいな点が多々
あるため、免除の原則の現代国際法上の意義
を探る前提として、原則の内容の明確化が必
要とされているからである。国家行為を行う
地位にある者が享有する免除についての国
際規則の法典化作業を試みている国連国際
法委員会の作業の検証を中心的に行った。特
別報告者の報告書の内容を検証し、委員会内
での議論を追い、委員会が作成している条文
案の妥当性を国連総会での議論も加えて分
析をした。平成 27 年度時点で最新であった
特別報告者Hernandez氏の第4報告書（UN Doc. 
A/CN.4/686）では、特に免除の要件の定義を
定めた第 2条案が検討され、事項的免除が認
められるためには当該行為が「公的資格で遂
行された行為」でなければならないという要
件があることに鑑みこの要件の認定条件に
ついて検証されている。特別報告者は事項的
免除の該当対象である公的資格で遂行され
た行為を、①犯罪的な行為であり、②国家の
ために遂行された行為で、③主権の行為又は
政府権力の要素が関わるものであると性格
づけている。また、特別報告者は個人責任と
国家責任との関係を「単一行為、二重責任」
モデルで説明し、個人責任と国家責任が重複
的に発生するとの見解を採用し、その理由と
して免除が行為の国家への帰属性が必要で
あり、事項的免除は国家と公務員により遂行
された行為との関係が存在する場合にのみ
正当化されるからと説明されている。しかし
この点については、国家責任との関係におい
て国際法委員会内でも賛否両論があり、免除
の例外の検証とともに熟考が必要とされて
いる。このように国連国際法委員会内での議
論の現状において、極めて抽象的かつ詳細に
欠ける内容となっているが、詳細化ができて
いない現状こそが免除の原則に関する問題
点を顕著に表しているとも考えられる。 
 
＜平成 28 年度＞ 
 平成 28 年度の研究では刑事管轄権からの
免除に関する国際法規則の内容と現状を明
らかにするため、国内裁判所及び ICJ 並びに
ICC の判決や動向を検討した。国内裁判所判
決としては、ICC からのバシール大統領逮捕
状に反して逮捕を行わなかった南アフリカ
の最高裁判所の判決に注目し検討を行った。
同判決では、ICC に協力する国が行使する管
轄権に対しても国家元首等が享有する特権
免除は有効であるのか否かの判断において、
強行規範（ユス・コーゲンス）違反の行為に
ついて免除の原則の例外とする慣習法規則
が確立したとまでは言えないと判示した点
が注目される。これは伝統的な原則である人
的免除が公的地位無関係の原則に優先する
ことを示唆するとも考えられる。 
 同様に慣習法の内容について疑義が多様
な場で表明されていることを確認した。外国
刑事管轄権からの免除に関する特別報告者
の第 5報告書（A/CN.4/701）を、国連国際法



委員会における審議内容とともに研究した。
特に、特定の国際法上の犯罪については人的
免除は影響はないが事項的免除は否定され
ると定めた法典第7条案については詳細につ
いて議論が紛糾する可能性があったが、国連
国際法委員会においての審議が遅れ第6条案
までしか採択されずに次年度への審議持越
しが決定されたため、法典草案と議論の動向
を次年度も引き続き追うこととした。 
また、アフリカ連合（AU）が新設を計画し
ている AU の司法機関に与えられる国際刑事
管轄権では AU の国家元首及び政府首長等が
管轄権から免除されることを明文で定めて
いることに注目して、公的地位無関係の原則
を定めている ICC と比較して検討を行った。
AU によって設けられた新国際刑事裁判制度
は、現職の国家元首や政府首長及び政府高官
に対しては訴追を行うことができないこと
が明文で定められている。すなわち AU の国
際刑事裁判制度では ICC とは異なり、公的地
位無関係の原則を排除して免除の原則に優
先性を与えたのである。これは国際刑事法の
潮流に逆行するとも見え、国際法解釈の理論
対立を示している。免除の原則の優先は、ヨ
ーロッパ諸国が行使する普遍的管轄権とい
った域外管轄権に対する反発や、アフリカ人
の政府高官を標的としたICCの訴追に対する
不満といった政治的理由もあるが、これは国
際刑事法の生成者として中心的役割を果た
してきた欧米とアフリカ諸国との間での国
際法規則の解釈の相違という理論上の問題
を顕在化させていると分析した。この点に関
する研究成果は、「アフリカ連合（AU）のア
フリカ国際刑事裁判所の概要と特徴」と題し
て『金沢法学』第 59 巻 1 号に論説として発
表した。 
 さらに、学術的な論争状況においても最新
情報を得るため、管轄権からの免除に関する
国際法規則が流動的な状態にあることを多
角的に分析し議論した国際法学会（ベルギー
のゲントにて開催）に参加して見識を得た。
以上の研究を通じて免除に関する国際法規
則内容について各国及び裁判所間に見解の
相違があることが明らかになり、理論構造の
再構築を行う必要性を感じた。 
 
＜平成 29 年度＞ 
研究最終年度は、国連国際法委員会におけ
る外国刑事管轄権からの免除に関する法典
化作業の審議を追いつつ、法典案に対する各
国の反応を分析し、免除に関する諸原則の規
範性に関する論点と対立について明確にす
る研究を行った。免除に関する諸原則につい
ての見解対立を明らかにする上では、国際法
委員会構成員を含む学者の見解及び各国の
見解とともに、種々の国際刑事裁判機関にて
実務を担っている国際刑事法の法曹実務者
の見解についても国際法曹実務家団体の会
合に参加して調査を行った。 
平成 29年の国連国際法委員会において「外

国刑事管轄権からの国家要員の免除」に関す
る条約草案第 7条案が審議されたが、特別報
告者の条文案が大幅に修正された上で採択
された点が注目される。特別報告者が第 5報
告書で提案していた第 7条案の 1項と 2項は
以下のとおりである。 
「第 7条案 免除が適用されない犯罪 
1．免除は以下の犯罪との関連において適用
されない。 
(a) ジェノサイド、人道に対する罪、
戦争犯罪、拷問及び強制失踪 
(b) 贈収賄罪 
(c) 人又は財産に対して死若しくは
重大な傷害を含む危害を加える
犯罪で、そのような犯罪が法廷
地国の領域内において犯され、
かつ国家要員が当該領域に犯罪
遂行時点で存在していた場合 

2． 1 は人的免除を享有する者については、
その者が現職である間は適用ない。」 
 
上記の特別報告者第 7条案に対しては、特
別報告者は既存の国際法規則の法典化作業
ではなく国際法の漸進的発達を試みている
との批判が出され、起草委員会が提案した第
7 条案に差し替えられた。国連国際法委員会
が暫定的に採択した第 7条案は「事項的管轄
権が適用されない国際法上の犯罪」とのタイ
トルの下、第1項で以下のように定めている。 
 
「１． 以下の国際法上の犯罪に関しては外
国刑事管轄権の行使からの事項的免
除は適用されない。 
(a) ジェノサイド罪 
(b) 人道に対する罪 
(c) 戦争犯罪 
(d) アパルトヘイト犯罪 
(e) 拷問 
(f) 強制失踪」 

 
 国連国際法委員会内における特別報告者
案の否定は、免除に関する原則についての見
解の相違を如実に現していると考える。両案
を比較するならば、まず第 1に事項的免除が
特定の犯罪に対しては適用されないこと（す
なわち外国国家要員が被疑者であっても一
国の警察及び司法機関が刑事管轄権を行使
できること）を認めた上で、事項的免除が適
用されない犯罪類型について意見の対立が
あったことが見てとれる。特別報告者が第 7
条 1項案で複数の犯罪を列挙したのに対して、
委員会内では反発があったため国連国際法
委員会の起草委員会は対象犯罪を限定する
方向で修正したのである。なお修正し犯罪類
型数を減らしながらも特別報告者が挙げて
いなかったアパルトヘイト犯罪を追加した
点は、それだけ人種差別犯罪の重大な犯罪性
について委員会内で見解の一致があったこ
とがうかがわれる。また、第２に、特別報告
者の第 7条 2項案にあった人的免除の絶対性



については起草委員会案では一切触れてお
らず、議論が先送りにされたのであった。以
上のように事項的免除の範囲（適用対象外と
される犯罪類型）や人的免除の絶対性につい
て未だ委員間で見解の相違があることが解
った。 
 また、研究最終年度であることから、分析
を深めつつも研究成果の公表にも努めた。国
際法協会（ILA）から依頼され 2017 年度研究
大会（東京大学本郷キャンパス開催）にて研
究報告を行い、国家元首や政府要人が刑事管
轄権からの免除を享有することが慣習法上
のルールであるとの見解をアフリカ諸国が
採用した上で制度を構築している点につい
て、アフリカ国際刑事裁判所構想に盛り込ま
れた原則にからめて説明し問題点を指摘し
た。報告内容の要旨は英文で Japanese 
Yearbook of International Law に公表した。 
 さらに平成 29 年度は Habré事件の手続的
処理の問題を研究した。元チャド大統領に対
してセネガルとベルギーの国内裁判所が刑
事訴追を試みながら成功せず、最終的にはア
フリカ連合の補助の下でセネガル司法制度
下にハイブリッド裁判所である「アフリカ特
別法廷」を創設することにより裁判が実現し
た事例の管轄権問題を詳細検討し、いかに外
国刑事管轄権が免除等の問題に直面し管轄
権行使が難しいかを明らかにした。Habré事
件の処理は拷問や人道に対する罪といった
国際犯罪について処罰の徹底を求める国際
社会の要求と圧力の下、被疑者の亡命先であ
ったセネガルが裁判を実施しようと試みつ
つも国内法上の問題や経費不足で足踏みす
る中、ベルギーが管轄権を行使して被疑者の
引渡を請求したことにより、競合管轄権の国
際紛争が発生した経緯がある。セネガルが訴
追又は引渡のいずれも行っていない状況に
ついてICJはセネガルによる拷問禁止条約違
反を認定したが、ICJ の判決後も、セネガル
が既存の国内裁判所で裁判を実施しようと
した場合、セネガル国内裁判所及びアフリカ
の地域的国際機関である ECOWAS 裁判所の判
断に反することになってしまうというジレ
ンマにセネガルは陥ったのである。そこでこ
の裁判不能の状況を回避するため、セネガル
は AU の助けを借りてアフリカ特別法廷を設
置したのであった。アフリカ特別法廷は、他
国の元国家元首を裁くために一国の国内司
法制度内に設置された法廷の初めての例で
ある。Habré事件を通じて、アフリカで発生
した国際犯罪をアフリカの手で裁判を実施
する上では、たとえアフリカ諸国が裁判を実
施する意思があったとしても、刑法及び刑事
訴訟法といった国内法の整備不足等の理由
により各国の国内裁判所がその役割を実効
的に果たすことができない可能性が露見し
たのであった。大陸外からの介入を排除しつ
つ正義の追求という国際社会からの期待に
応えるためにも、アフリカで生じた国際犯罪
をアフリカの手で裁判するという目標を達

成するためには、国際的な性格を有する裁判
機関を整備する必要があるとアフリカ諸国
に経験を通じて認識させたのが Habré事件で
あったと言える。Habré事件は、AU が国際的
かつ地域的な刑事裁判機関（いわゆるアフリ
カ国際刑事裁判所）の必要性を説明する根拠
の一つとなったのである。この研究成果は金
沢法学 60巻 2号に論文として発表した。 
また、平成 29 年度は刑事裁判と免除に関
するロンドンとオランダの学会に出席して
議論に参加した後、ロンドンの学会主催者か
ら招待され英語による論文を執筆した。同論
文 は 他 の 報 告 者 の 論 文 と と も に
International Human Rights Law Review（国
際人権に関する学術雑誌）の学会特集号とし
て平成 30 年度に掲載されるための査読にか
かっている。 
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